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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 平成27年10月１日付で普通株式５株を１株にする株式併合を実施しております。前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

回次 
第82期 

第１四半期 
連結累計期間 

第83期 
第１四半期 
連結累計期間 

第82期 

会計期間 
自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日 

自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日 

自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日 

売上高 (千円) 8,129,361 7,596,193 33,325,912 

経常利益 (千円) 427,472 432,103 1,860,932 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) 244,851 228,967 1,056,951 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(千円) 289,032 108,678 1,105,923 

純資産額 (千円) 12,078,265 12,813,122 12,892,058 

総資産額 (千円) 27,588,902 27,876,228 28,003,529 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 35.05 32.77 151.28 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 38.55 40.85 40.83 
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２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢や所得環境の改善がみられるものの、中国経済をは

じめとする新興国の減速懸念や急速な円高の進行等により先行きは不透明な状況が続いております。 

 このような状況下、当第１四半期連結累計期間の売上高は75億96百万円と前年同四半期に比べ５億33百万円

(6.6%)の減収、営業利益は３億73百万円と前年同四半期に比べ７百万円(1.9%)の減益となりましたが、経常利益は

４億32百万円と前年同四半期に比べ４百万円(1.1%)の増益となりました。しかしながら、親会社株主に帰属する四

半期純利益は２億28百万円と前年同四半期に比べ15百万円(6.5％)の減益となりました。 

  

セグメント別業績の概要は次のとおりであります。 

  

 ガス関連事業 

ガス関連事業におきましては、溶解アセチレンは公共工事向けの、酸素は鉄鋼・造船向けの、窒素は半導体・エ

レクトロニクス向けの需要が減少し、液化石油ガス及び石油類は輸入価格の下落の影響を受け売上高は減少いたし

ました。 

 以上の結果、当部門の売上高は40億87百万円と前年同四半期に比べ４億６百万円(9.0%)減少、営業利益は４億42

百万円と前年同四半期に比べ20百万円(4.5%)の減少となりました。 

  

 器具器材関連事業 

器具器材関連事業におきましては、生活関連器具の需要は減少いたしましたが、溶接切断器具の需要が増加した

ことにより売上高は増加いたしました。 

 以上の結果、当部門の売上高は25億26百万円と前年同四半期に比べ９百万円(0.4%)増加、営業利益は34百万円と

前年同四半期に比べ８百万円(35.0%)の増加となりました。 

  

 その他事業 

その他事業におきましては、製氷・冷凍機械等の需要は増加いたしましたが、自動車関連産業への設備投資需要

が減少したこと等により売上高は減少いたしました。 

 以上の結果、当部門の売上高は９億82百万円と前年同四半期に比べ１億36百万円(12.2%)減少、営業利益は79百

万円と前年同四半期に比べ１百万円(2.0%)の減少となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、278億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億27百万円

減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金が増加(３億29百万円)、電子記録債権が増加(２億24百万円)、

商品及び製品が増加（２億63百万円）いたしましたが、受取手形及び売掛金が減少（７億49百万円）、投資有価証

券が減少（１億87百万円）したことによるものであります。 

 負債は、150億63百万円となり、前連結会計年度末に比べ48百万円減少いたしました。この主な要因は、電子記

録債務が増加（３億43百万円）したこと及び借入金が増加(２億40百万円)いたしましたが、支払手形及び買掛金が

減少(６億39百万円)したことによるものであります。 

 純資産は、128億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ78百万円減少いたしました。この主な要因は、親会

社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が増加(54百万円)いたしましたが、その他有価証券評価差

額金が減少(１億円)したこと及び非支配株主持分が減少(32百万円)したことによるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は17百万円であります。 

  

(5) 生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、その他事業の仕入実績が著しく変動いたしました。 

 その事情及び内容等については、「(1)経営成績の分析」をご覧ください。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 7,004,000 7,004,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

  単元株式数は100株 

  であります。 

計 7,004,000 7,004,000 ― ― 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日 

― 7,004 ― 2,261,000 ― 885,000 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

① 【発行済株式】 

平成28年６月30日現在 

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式79株を含めて記載しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成28年６月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式         8,400 

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式        26,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式     6,960,000         69,600 ― 

単元未満株式 普通株式         9,600 ― ― 

発行済株式総数              7,004,000 ― ― 

総株主の議決権 ―         69,600 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
  
東邦アセチレン株式会社 
  

 
宮城県多賀城市栄二丁目 
３番３２号 

8,400 ― 8,400 0.12 

（相互保有株式） 
  
カガク興商株式会社 
  

 
宮城県石巻市三ツ股１丁
目２番１０６号 

26,000 ― 26,000 0.37 

計 ― 34,400 ― 34,400 0.49 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 4,008,203 4,337,577 

    受取手形及び売掛金 6,669,352 5,920,248 

    電子記録債権 2,283,837 2,508,756 

    商品及び製品 1,222,855 1,486,605 

    仕掛品 447,968 491,308 

    原材料及び貯蔵品 80,866 82,649 

    その他 409,116 466,173 

    貸倒引当金 △44,445 △28,254 

    流動資産合計 15,077,756 15,265,065 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 3,324,076 3,265,428 

      機械装置及び運搬具（純額） 1,549,346 1,484,415 

      土地 5,643,172 5,643,172 

      その他（純額） 336,867 344,779 

      有形固定資産合計 10,853,462 10,737,795 

    無形固定資産 156,804 147,547 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,292,056 1,104,208 

      その他 734,214 731,330 

      貸倒引当金 △110,765 △109,718 

      投資その他の資産合計 1,915,505 1,725,820 

    固定資産合計 12,925,773 12,611,163 

  資産合計 28,003,529 27,876,228 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 5,641,454 5,001,864 

    電子記録債務 558,000 901,895 

    短期借入金 3,703,000 3,873,000 

    1年内返済予定の長期借入金 626,920 507,322 

    未払法人税等 325,417 154,439 

    賞与引当金 329,497 175,133 

    役員賞与引当金 16,930 7,590 

    その他 1,345,721 1,727,231 

    流動負債合計 12,546,941 12,348,476 

  固定負債     

    長期借入金 681,203 871,106 

    役員退職慰労引当金 401,819 404,605 

    退職給付に係る負債 1,231,946 1,239,457 

    資産除去債務 5,354 5,379 

    その他 244,206 194,081 

    固定負債合計 2,564,529 2,714,629 

  負債合計 15,111,471 15,063,105 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,261,000 2,261,000 

    資本剰余金 970,835 970,835 

    利益剰余金 8,053,507 8,107,587 

    自己株式 △9,102 △9,102 

    株主資本合計 11,276,240 11,330,320 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 156,686 55,883 

    その他の包括利益累計額合計 156,686 55,883 

  非支配株主持分 1,459,131 1,426,919 

  純資産合計 12,892,058 12,813,122 

負債純資産合計 28,003,529 27,876,228 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 8,129,361 7,596,193 

売上原価 5,632,831 5,155,602 

売上総利益 2,496,529 2,440,591 

販売費及び一般管理費 2,115,788 2,067,268 

営業利益 380,740 373,322 

営業外収益     

  受取利息 265 178 

  受取配当金 13,044 8,128 

  受取賃貸料 19,068 20,729 

  助成金収入 － 23,072 

  持分法による投資利益 13,695 13,276 

  その他 19,079 19,664 

  営業外収益合計 65,153 85,049 

営業外費用     

  支払利息 15,393 12,552 

  賃貸費用 2,387 13,380 

  その他 640 335 

  営業外費用合計 18,421 26,268 

経常利益 427,472 432,103 

特別利益     

  固定資産売却益 220 1,770 

  投資有価証券売却益 － 920 

  特別利益合計 220 2,690 

特別損失     

  固定資産除売却損 4,422 16,036 

  投資有価証券評価損 － 3,374 

  特別損失合計 4,422 19,411 

税金等調整前四半期純利益 423,270 415,383 

法人税等 167,584 177,011 

四半期純利益 255,686 238,371 

非支配株主に帰属する四半期純利益 10,834 9,404 

親会社株主に帰属する四半期純利益 244,851 228,967 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 255,686 238,371 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 32,703 △128,966 

  持分法適用会社に対する持分相当額 642 △726 

  その他の包括利益合計 33,346 △129,693 

四半期包括利益 289,032 108,678 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 271,416 128,164 

  非支配株主に係る四半期包括利益 17,615 △19,486 
 

― 12 ―



【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

  該当事項はありません。  

  

(会計方針の変更等) 

  

  
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

(追加情報) 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入れについて保証予約を行っております。 

  

  
  

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
 

  
当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。 
 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。 
 

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成28年６月30日) 

八戸液酸㈱ 15,000千円 八戸液酸㈱ 15,000千円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

  配当金支払額 

（注）平成27年10月１日付で普通株式５株を１株にする株式併合を実施しておりますが、上記の１株当たり配当額は

株式併合前の金額で記載しております。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

  配当金支払額 

（注）平成27年10月１日付で普通株式５株を１株にする株式併合を実施しております。 

 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日) 

減価償却費  195,719千円 223,106千円 

のれんの償却額  4,722 5,060 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年５月14日 
取締役会 

普通株式 139,914 4.00 平成27年３月31日 平成27年６月30日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年５月13日 
取締役会 

普通株式 174,888 25.00 平成28年３月31日 平成28年６月28日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １ セグメント利益の調整額△189,138千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

  に帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

    ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １ セグメント利益の調整額△183,151千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

  に帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

    ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

          (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 

(注) １ 

四半期連結損益
計算書計上額 

(注) ２ ガス関連 
事業 

器具器材 
関連事業 

その他 
事業 

計 

売上高             

  外部顧客への売上高 4,493,572 2,517,162 1,118,626 8,129,361 ― 8,129,361 

  セグメント間の内部売上 
 高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 4,493,572 2,517,162 1,118,626 8,129,361 ― 8,129,361 

セグメント利益 463,198 25,511 81,169 569,879 △189,138 380,740 
 

          (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 

(注) １ 

四半期連結損益
計算書計上額 

(注) ２ ガス関連 
事業 

器具器材 
関連事業 

その他 
事業 

計 

売上高             

  外部顧客への売上高 4,087,153 2,526,578 982,461 7,596,193 ― 7,596,193 

  セグメント間の内部売上 
 高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 4,087,153 2,526,578 982,461 7,596,193 ― 7,596,193 

セグメント利益 442,487 34,439 79,547 556,474 △183,151 373,322 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) １ 平成27年10月１日付で普通株式５株を１株にする株式併合を実施しております。前連結会計年度の期首に 

当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び普通株式の期中平均株式数を算定し 

ております。 

   ２  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  
  

２ 【その他】 

平成28年５月13日開催の取締役会において、平成28年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次

のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額                      174,888千円 

② １株当たりの金額                         25円 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成28年６月28日 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

 １株当たり四半期純利益金額  35.05円 32.77円 

 (算定上の基礎)     

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 244,851 228,967 

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する 
 四半期純利益金額(千円) 

244,851 228,967 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 6,986 6,986 
 

― 16 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年８月８日

東邦アセチレン株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦アセチレン

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦アセチレン株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

   公認会計士    福 田     厚  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

   公認会計士    草 野 和 彦    ㊞ 
 

  

(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東北財務局長 

【提出日】 平成28年８月９日 

【会社名】 東邦アセチレン株式会社 

【英訳名】 Toho Acetylene Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  山 本 泰 夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役執行役員  岩 田 宏 一 

【本店の所在の場所】 宮城県多賀城市栄二丁目３番32号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

 当社代表取締役社長山本泰夫及び当社最高財務責任者岩田宏一は、当社の第83期第１四半期（自  平成28年４月

１日  至  平成28年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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